
（様式１）
川内村 復興交付金事業計画　平成25年度進捗状況（契約状況）報告　 総括表

平成26年3月末時点

（千円）

執行
年度

23
24
25
26
27

川内村のあしたをかえる交付金基金残高 144,048 川内村のあしたをかえる交付金基金の利息額 70

執行
年度
23
24
25
26
27

合　計

交付額
(国費)

契約済額
（国費相当額）

＜参考＞

0

（注）
　１　基金を造成しない場合は、「基金残高」「基金の利息額」欄については、記載は不要です。
　２　「契約済額」は、契約に加え、交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっているものの国費相当額を含みます。

202,495 201,118合　計

＜参考＞
福島県
交付分

（うち、当該
市町村分）

交付分
川内村

0
212,404

0
0
0

202,495 201,118

69,733

0 0

契約済額
（国費相当額）

交付額
(国費)

14,075
28,191

0
49,329
20,404

0
170,138



平成26年3月末時点
（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23
24 12,000 11,340 660
25
26
27

累計 12,000 11,340 660
23
24 202,495 201,118 1,377
25 平成25年4月26日使用開始
26
27

累計 202,495 201,118 1,377

23

24 28,249 21,058 －

25 6,400 791
①川内高原農産物栽培工場運営費補助（人件費補助・アドバイ
ザー補助分）（25年4月23日交付決定、平成26年3月31日事業
完26

27
累計 28,249 27,458 791
23
24 51,525 0 －
25 0 －
26
27

累計 51,525 0 0
23
24 60,000 0 －
25 0 －
26
27

累計 60,000 0 0
23
24 10,864 9,686 -
25 255 923 25年4月17日変更契約、平成25年5月17日完了
26
27

累計 10,864 9,941 923
23
24
25
26
27

累計 0 0 0

（様式２C)

～－

24

25年1月29日契約、25年3月29日変更契約、25年繰越、25年5月
完了見込

－ －

川内村 直接 完了 14,486 24 ～2 －

農山漁村活性
化プロジェクト
支援（復興対
策）事業

炭焼場
いわなの
郷

村7 C － 2 －

75,000 24 ～ 24
地域間交流拠
点施設復旧事
業

小山平
かわうち
の湯

村 川内村 直接 継続6 ◆ C － 2 － 1 － 1

継続 68,700 24 ～ 25

農山漁村活性
化プロジェクト
支援（復興対
策）事業

小山平
かわうち
の湯

村 川内村 直接

①川内高原農産物栽培工場建設事業アドバイザー委託(24年8
月3日契約、25年3月31日完成)、②簡易型農産物栽培施設設
置運営委託(24年10月2日契約、25年3月31日完成)、③嘱託職
員(雇用期間 24年7月17日～25年3月31日)

5 C － 2 － 1 －

直接 完了 35,312 24 ～ 24－ 1

試験研究施設
人材育成・経
営販路開拓事
業

村 川内村

－ 1 － 1

バイオマス発
電技術検討事
業
(効果促進事
業)

荻、貝ノ
坂、館
山、毛
戸、岡
山、三石

24

平成24年8月15日着工、平成25年3月28日竣工

3 ◆ C － 4 － 1

村 間接 完了 269,994 24 ～1 －

被災地域農業
復興総合支援
事業
（農業用施設
整備等）

水耕栽培
施設

県

川内村 復興交付金事業計画　平成25年度進捗状況（契約状況）報告　
省庁名 農林水産省

事業番号
全体
事業
期間

1 ◆ C － 9 ～ 24

24年7月、委託契約締結。25年3月、完了引渡し。

2 Ｃ － 4 －

村 川内村 直接 完了 15,000 24



No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況事業番号
全体
事業
期間

（注） 23 0 0 0
1 24 202,495 201,118 1,377

25 0 0 0
2 26 0 0 0
3 27 0 0 0
4 202,495 201,118 1,377

23 0 0 0
24 162,638 42,084 660

5 25 0 6,655 1,714
6 26 0 0 0

27 0 0 0
7 162,638 48,739 2,374

365,133 249,857 3,751

「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

市町村交付分　計

県・市町村交付分　合計

都道県
交付分

各年度
別合計

「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」「全体事業費」
「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

都道県交付分　計

市町村
交付分

各年度
別合計

「継続/完了」欄には、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」「直接/間接」「継続/
完了」「全体事業費」「全体事業期間」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、
漁業集落効果促進事業使途内訳提出調書の対象交付金額の合計額を記入してください。

「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年
度、24年度を区別して記載する必要はありません。

「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相
当額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いませ
ん。



平成26年3月末時点
（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23
24 7,500 7,245 －
25 11,250 11,025 － 25年7月、委託契約締結。26年繰越、26年9月末完了見込
26
27

累計 18,750 18,270 0
23
24
25 2,825 2,724 25年9月、委託契約締結。26年繰越、26年9月末完了見込
26 28,191
27

累計 31,016 2,724 0
23
24
25
26
27

累計 0 0 0
（注） 23 0 0 0

1 24 0 0 0
25 0 0 0

2 26 0 0 0
3 27 0 0 0
4 0 0 0

23 0 0 0
24 7,500 7,245 0

5 25 14,075 13,749 0
6 26 28,191 0 0

27 0 0 0
7 49,766 20,994 0

49,766 20,994 0

「継続/完了」欄には、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

（様式２D）

都道県交付分　計

市町村
交付分

各年度
別合計

市町村交付分　計

県・市町村交付分　合計

都道県
交付分

各年度
別合計

～－

「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」「全体事業費」
「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

－ －

川内村 直接 継続 41,355 25 ～2 －

都市防災総合
推進事業（川
内村防災備蓄
倉庫設置）

早渡 村

省庁名 国土交通省

事業番号
全体
事業
期間

4 Ｄ － 20 ～ 25

24年7月、委託契約締結。25年3月、完了引渡し。

8 D － 20 －

村 川内村 直接 継続 25,000 24－ 1 －

都市防災総合
支援事業（川
内村総合整備
計画策定）

川内村全
域

26

復興交付金事業計画　平成25年度進捗状況（契約状況）報告　川内村

市街地復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」「直接/間接」「継続/完
了」「全体事業費」「全体事業期間」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、市
街地復興効果促進事業使途内訳提出調書の対象交付金額の合計額を記入してください。

「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年
度、24年度を区別して記載する必要はありません。

「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相
当額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いませ
ん。

「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。


